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代表的な統計調査である。1956 年に初めて実施され，1970 年代までは 3年
ないし2年おきに実施されていた。1982年以降は5年周期で総務省統計局（と





























して概観する。なお，2012 年 6 月～ 10 月には各統計調査の実地調査の遂行
や調査結果に大きな影響を与える重大な自然災害などは発生していない。
　つぎに本稿における考察の前提として 2012 年就業構造基本調査の実施概
要をみておこう。2012 年調査の実地調査は，10 月 1 日を基準日として全国
の約 47 万世帯 9）を調査客体として 15 歳以上の世帯員全員を対象に実施さ
れた。標本抽出は，第 1次抽出単位を国勢調査区（調査区数は約 3.2 万）とし，
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井県越前市）が，2012 年調査では実地調査の民間委託はおこなわれなかっ






















タが公表されている。表 0－ 1に 1994 年・1995 年分と最近の実施分の結果
を示した。国民生活基礎調査の回収率は 1990 年代後半を通じて継続的に低
下していたが，「世帯票・健康票」では 2000 年頃から，「所得票・貯蓄票」
では 2005 年頃から 80％前後で安定している。なお，就業構造基本調査では
2007 年調査以前から調査票の密封提出が認められていたが，国民生活基礎






















































 2） 雑誌『統計』2012 年 7 月号掲載の「特集：多様化する日本の就業構造」の各記
事参照。
 3） 2010 年国勢調査結果の精度については，山田（2011）山田（2012）参照。
 4） 2010 年 10 月に実施された NHK「国民生活時間調査」（10 歳以上対象。回収率
68.1％）によれば，男性の 20 代・30 代および女性の 20 代の在宅時間は，他の
年齢層よりもかなり短い。NHK（2011）





 6） 2008 年 10 月に実施された住宅・土地統計調査によれば，全国の「オートロック・










 8） 2009 年に面接方式によって実施された公的機関から委託されたある調査の実施
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民において「不在」「拒否」の発生率が高かった。有坂（2010）
 9） 就業構造基本調査の調査客体数は，1987 年調査では約 33 万世帯，1992 年調査
では約 44 万世帯，1997 年調査では約 43 万世帯，2002 年調査では約 44 万世帯，






 11） 世帯名簿・調査票の紛失事件が 3件（大阪府枚方市・三重県鈴鹿市・宮崎市）
報道された。朝日新聞社（2012）伊勢新聞社（2012）宮崎日日新聞社（2012）
 12） 総務省統計局（2012a）




 14） 福井県越前市（調査区数 52）対象の実地調査が株式会社サーベイリサーチ社に
委託された。越前市企画部情報統計課（2008）殿水（2009）


















































































































 2） 2005 年国勢調査の事後調査の際に実施された「世帯アンケート」・2006 年に実
施された内閣府政府広報室「個人情報保護に関する世論調査」などによる。総
務省統計局（2006a）内閣府政府広報室（2006）














2－ 1には，主な調査項目における「不詳」「分類不能」の該当数の 1987 年
以降の推移 1）および 2012 年調査における属性別発生状況を示した。なお，
これらの調査項目のうち「年収額」2）は，自営業の場合は売上高から必要経



































　2012 年調査において「不詳」が特に多い項目は 15 歳以上全員についての「1
年前の常住地」（約 230.5 万人）・「1年以内の就業異動」（約 159.4 万人），「有
業者」の「個人年収額」（約 224.2 万人）および世帯の「年収額」（約 189.2
万世帯）であり，「分類不能」が特に多い項目は「産業」（約 240.3 万人）・「職業」










240.3 万人）は，「飲食店」（約 271.1 万人）・「学術研究・専門技術サービス」
（約 220.6 万人）に匹敵し，「公務（他に分類されない）」（約 218.7 万人）・「情










































みられる 8）。なお，地域別「有配偶者」数の精度については表 2－ 10（後掲）
において分析する。
　つぎに「不詳」「分類不能」の該当率が高い調査項目の間の関係をみてみ
よう。表 2－ 4 には，「産業」「職業」「卒業・在学の別」の 3項目における
「分類不能」「不詳」発生の重なりの状況を示した。「産業」項目の「分類不能」




























































ト比較を行ってみよう。表 2－ 5は，2012 年調査と同じ 10 月 1 日を基準日
として実施された 1992 年調査の時点において 25 歳以上であったコーホート
の結果について 2012 年調査の結果と「大学・大学院卒業者」「在学者」「コー
ホート総数」の実数を対比し，増減率・構成比率の変動を示したものであ






比率も女性の 70 代（2012 年時点）を除く各コーホートにおいて増加し，こ







万人，女性約 425.8 万人）を 1992 年以降 20 年間の学校基本調査の「大学卒
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累計の約 90％に相当）が，女性では約 9.6 万人（同じく約 102％に相当）下回っ
ている。20 年間の死亡者（1992 年調査の時点で 30 歳以上の全コーホートの
































































































世帯数の結果を次に検討してみてみよう。表 2－ 7 は，2007 年・2010 年・
2012 年の就業構造基本調査による「世帯人員」の調査結果を接近した時期
に実施された労働力調査・国民生活基礎調査の結果と対比したものである。
2007 年には 1 人世帯では就業構造基本調査の把握数は労働力調査を約 260
万世帯上回っており，2人世帯・3人世帯でもそれぞれ 20 万世帯前後上回っ
ている。2012 年調査でもほぼ同様の傾向となっている。他方，4人世帯・5








　つぎに表 2－ 8 は，2012 年就業構造基本調査による「世帯主の年齢」別
の世帯数の調査結果を労働力調査と対比したものである。2007 年調査でも
65 歳未満の全年齢層において就業構造基本調査の結果が労働力調査の結果
を上回っていたが，2012 年には労働力調査が上回っているのは 75 歳以上だ
けになった。2人以上世帯では 20 代後半～ 60 代後半の世帯では労働力調査
がやや上回っているのに対して，1人世帯では 75 歳未満の全年齢層におい
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である「教育程度」の調査結果を，他の統計調査の結果と対比してみよう。
表 2－ 11 は，「教育程度」の調査結果を労働力調査の同年 7～ 9月分の特定
調査票による調査結果・同年 6月実施の国民生活基礎調査の結果と対比し
たものである。労働力調査とは 2007年・2012年について比較し，「教育程度」
項目が 2011 年から採用された国民生活基礎調査とは 2012 年について比較
し た。
表 2－ 10　地域別男女別有配偶者数




























学院」が多く，「短大・高専・専門学校」が少ない。表 2－ 5 に関連して指
摘した 2007 年調査・2012 年調査における「教育程度」の回答の上位への偏
りの可能性と対応している結果といえる。「在学者」でも就業構造基本調査
の結果は男女の「大学・大学院」において上回っている。
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　最後に「不詳」が「産業」に次いで多かった「個人年収額」の結果を検討
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調整した 20）。





























 1） 表 2－ 1 では省略したが，2012 年調査における 15 歳以上人口の「職業訓練・
自己啓発の有無不詳」は約 222.7 万人（2007 年調査では約 182.6 万人），「家族
の介護担当の有無」（2012 年調査から新設）は約 199.0 万人，「育児担当の有無」
（2012 年調査から新設）は約 176.2 万人，「従業上の地位」は約 16.1 万人（2007
年調査では約 15.3 万人，2002 年調査では約 12.2 万人）であった。
 2） 集計表の項目名は「所得」であるが，調査票での表記は「年収額」である。
 3） 総務省統計局（2006a）内閣府政府広報室（2006）
 4） 東京都区部では「分類不能の産業」は約 27.7 万人に達し，「建設業」（約 26.9 万人）
に匹敵し，「運輸，郵便業」（約 24.4 万人）を上回る規模である。
 5） 2012 年就業構造基本調査による総世帯数に占める 1人世帯の比率は，全国では
34.6％であるのに対して東京都区部では 49.5％に達しており，ほかに大阪市・
福岡市など 7市において 40％以上をしめている。また，20 代前半の 1人世帯
率は全国では 26.3％，東京都区部では 38.7％に達している。また，全国の 20
歳以上を対象に実施された「個人情報保護に関する世論調査」（2006 年 9 月実施，
回収率 60.4％）でも若年層が多い地域や都市部ほど自己情報の提供に対して抵
抗感が強い傾向がみられる。内閣府政府広報室（2006）
 6） 青森県（対有業者総数 7.0％）・徳島県（同 6.2％）・高知県（同 5.7％）・鳥取県（同
5.6％）・京都府（同 5.5％）・和歌山県（同 5.5％）などが特に高率である。
 7） 東大阪市（有業者総数約 23.6 万人）では，「分類不能の産業」の有業者数は約 1.9
万人に達しており，「製造業」（同約 6.5 万人）「卸・小売業」（同約 3.9 万人）「医




学者数の比率）」は，1954 年には男性 13.3％，女性 2.4％であったが，1982 年
には男性 37.9％，女性 12.2％，1992 年には男性 35.2％，女性 17.3％と急速に上




 11） 1982 年 4 月～ 2012 年 3 月の通信制の大学卒業者は，男性約 9.3 万人，女性約
13.4 万人であった。ただし，この期間における通信制の大学在学者の年齢は 30
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歳未満が大半であったので，卒業者も若年層が多いと考えられる。文部省（1983
～ 2000）文部科学省（2001 ～ 2013）文部科学省（2003 ～ 2013）
 12） この期間の国外への人口流出／国外からの人口流入は，絶対数が少ないので影
響は小さい。なお，2012年時点の45～ 49歳のうち1年前の常住地が外国であっ
たものは男性 0.09％，女性 0.06％（就業構造基本調査結果）であり，2010 年時
点の 43 ～ 47 歳のうち 5年前の常住地が外国であったものは男性 0.46％，女性
0.45％（国勢調査結果）であった。
 13） 同一コーホートの 2012 年の結果と 1982 年の結果を比較した場合も「大学・大
学院卒業者」の 1982 年調査と比べて不自然な増加であった。
 14） 有業者総数に対する「分類不能の産業」の比率は，「就業日数 200 日～ 249 日」
が約 2.7％，「同 250 日～ 299 日」が約 2.1％，「同 300 日以上」が約 2.6％であっ
たのに対して，「同 200 日未満」では約 4.3％と高かった。
 15） 月次の労働力調査の結果による「単身世帯」は，毎年 4月前後に大幅に増加し，
それ以外の時期の変動は比較的小さい。




 17） 2007 年調査による全国の男性有配偶者総数は女性有配偶者総数を 0.6％上回っ
ており，2002 年調査でも同じく 0.6％上回っていた。
 18） 全国の単身世帯の有配偶者数は，男性が約 122.7 万人，女性が約 51.7 万人に達
している。2007 年調査では男性約 110.7 万人，女性約 46.0 万人であったので，
5年間でかなり増加したといえる。
 19） 2010 年国勢調査の約 50 日後に実施された「平成 22 年国勢調査事後調査」によ
れば，複数の箇所でカウントされた可能性が高い属性は，「単身者居住の寄宿舎・
寮」・「社会施設・病院」の居住者であった。総務省統計局国勢統計課（2013）
 20） 労働力調査の調査票では分割されている「収入なし」「50 万円未満」の選択肢
が就業構造基本調査の調査票では統合されている。逆に労働力調査の調査票に
設けられている「200 ～ 299 万円」「500 ～ 699 万円」「700 ～ 999 万円」「1000
～ 1499 万円」の選択肢は，就業構造基本調査の調査票ではそれぞれ 2ないし 3
の選択肢に分割されている。
 21） 就業構造基本調査の「不詳」は，農業に従事する高齢女性に多い。表 2－ 1に
関連して指摘した理由によるものであろう。
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 2） 2012 年就業構造基本調査のインターネットを利用した回答状況や同調査の 4か





　以下のうちインターネット上の文書は，各サイトによる収録を 2013 年 9 月に確認
した。このうち新聞記事は，日本経済新聞デジタルメディアが提供している記事デー
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